
関市国際交流協会規約 

   

（名称） 

第１条 本会は、関市国際交流協会［ＳＥＫＩ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 

ＥＸＣＨＡＮＧＥ ＡＳＳＯＣＩＡＴＩＯＮ］（以下「本会」という。）と称する。 

 

  （目的） 

第２条 本会は、地域で生活を営む人々が、教育・文化・学術・産業・経済の分野に

おいて、国際交流及び多文化共生を推進し、世界の人々と交流を行う中で、相互理

解と親善を深め、豊かな国際感覚を身に付け、希望あふれるまちづくりに寄与する

ことを目的とする。 

 

  （事業） 

 第３条 本会は、前条の目的を達成するため次に掲げる事業を行う。 

 （１）国際交流に関する事業の計画及び実施 

 （２）国際交流に関する資料の収集及び情報の提供 

 （３）教育、文化、学術、産業、及び経済等に関する国際交流 

 （４）多文化共生に関する事業の計画及び実施 

 （５）他の国際交流団体との連携 

 （６）その他、本会の目的を達成するために必要な事業 

 

  （会員） 

 第４条 本会は、第２条の目的に賛同する個人会員（一般個人）、法人会員（会社・

組合・各種団体等）をもって構成する。 

 ２ 会員は、第６条に規定する会費を納入しなければならない。 

 

  （入会） 

 第５条 会員として入会しようとするものは、入会申込書を会長に提出し、その承認

を受けなければならない。 

 

  （会費） 

 第６条 会費は、次のとおりとする。 

   個人会員  年額  １口 ２，０００円（１口以上） 

   法人会員  年額  １口 ５，０００円（１口以上） 

 

  （退会） 



第７条 会員が退会しようとするときは、その旨を会長に届けなければならない。 

 ２ 会員が死亡し、又は会員である団体、法人が解散若しくは消滅したときは、退会

したものとみなす。 

 

  （除名） 

 第８条 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、理事会の議決により除名する

ことができる。 

 （１）協会の名誉を傷つけ、又は協会の目的に反する行為をしたとき。 

 （２）会費を引き続き３年以上納入しないとき。 

 ２ 前項第１号の規定により会員を除名しようとするときは、当該会員にあらかじめ

その旨を文書で通知しなければならない。 

 

  （会費の不返還） 

 第９条 退会したもの又は除名されたものの既納の会費は返還しない。 

 

  （役員） 

 第１０条 本会に次の役員を置く。 

  会 長  １名       副 会 長  若干名 

  会計理事   １名       理 事 ４０名以内 

  監 事  ２名 

 

  （役員の選任） 

 第１１条 理事及び監事は、会員の中から会長が指名し、総会で承認を得るものとす

る。 

 ２ 会長、副会長及び会計理事は、理事の中から互選し、総会で承認を得るものとす

る。 

 

  （役員の任期） 

 第１２条 役員の任期は、２年とする。ただし再任を妨げない。 

 ２ 役員が任期中に欠けたときの後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

  （役員の職務） 

 第１３条 会長は、協会を代表し、協会の業務を総括する。 

 ２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

 ３ 会計理事は、会長の命を受け、協会の会計を総括する。 

 ４ 理事は、事業等の企画及び運営に当たる。 



 ５ 監事は、協会の事業及び会計を監査する。 

 

  （名誉会長等） 

 第１４条 本会は、必要に応じ名誉会長及び顧問を置くことができる。 

 ２ 名誉会長及び顧問は会長が委嘱し、本会に対し理事会において、事業に関する意

見を述べることができる。 

 

  （会議） 

 第１５条 本会の会議は、総会、理事会及び正副会長会とする。 

 

  （総会） 

 第１６条 総会は、年１回会長が招集する。ただし、会長が必要と認めたときは、臨

時にこれを招集することができる。 

 ２ 総会は、次の事項を審議する。 

 （１）事業計画及び予算に関すること。 

 （２）事業報告及び決算に関すること。 

 （３）規約の改正に関すること。 

 （４）役員の選任に関すること。 

 （５）その他、会長が特に必要と認めた事項 

 

  （理事会） 

 第１７条 理事会は、会長、副会長、会計理事、理事及び監事をもって構成し、次の

事項を審議する。 

 （１）総会に付議する事項 

 （２）総会で議決した事項の執行に関すること。 

 （３）第３条に掲げる事業の推進に関すること。 

 （４）総会の議決を要するもので、総会を招集する暇がないと認める事項。この場合

においては、次の総会に報告しその承認を受けること。 

 

  （会議の招集等） 

 第１８条 会議は会長が招集し、会議の議長となる。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、会長は、会議の議長を当該会議の出席者の中から指名

することができる。 

３ 総会は、会員数の３分の１以上、理事会は、役員数の３分の１以上の出席によっ

て成立する。ただし、総会における委任状提出者は出席者とみなす。 

 



  （議決） 

 第１９条 会議の議決は、出席者の過半数をもって決する。ただし、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

 

  （事務局） 

 第２０条 本会に事務局を置く。 

 ２ 事務局は、関市役所市民協働課内に置く。 

 ３ 事務局長は、市民協働課長をもって充て、本会の庶務及び会計を補佐する。 

 

  （附属機関等） 

 第２１条 本会の業務を積極的に推進するために、事業推進委員会を置くことができ

る。 

 

  （会計年度） 

 第２２条 本会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

  （協会の経費） 

 第２３条 本会の経費は、会費、補助金、寄付金及びその他の収入をもって充てる。 

 

  （委任） 

 第２４条 この規約に定めるもののほか、本会の運営について必要な事項は、会長が

副会長に相談の上、専決する。 

 

    附 則 

 １ この規約は、平成６年５月８日から施行する。 

 ２ この規約の施行後における最初の役員の任期は、第７条の規定にかかわらず施行

の日から平成８年３月３１日までとする。 

 ３ この規約は、平成１７年５月２５日から施行する。 

 ４ この規約は、平成２４年５月２８日から施行する。 

 ５ この規約は、平成３０年５月２８日から施行する。 

 

  



 

関市国際交流協会事業推進委員会規程 

 

   第１章 総 則 

 第１条 関市国際交流協会（以下「協会」という。）は、関市国際交流協会規

約第１６条の規程に基づき、次の事業推進委員会を設置する。 

 （１）多文化共生推進委員会 

 （２）ボランティア交流委員会 

 

 

   第２章 事 業 

 第２条 各委員会は、事業を遂行するのに必要な事項を専門的に分担して、企

画立案及び調査研究し、事業を推進する。 

 第３条 各委員会の所掌事項及びその運営に関する必要事項は、別に定める。 

 

 

   第３章 組 織 

 第４条 各委員会に委員長及び副委員長を置く。 

 第５条 各委員会の委員長及び副委員長は、理事の中から会長が指名する。 

 第６条 各委員会の委員は、会員の中から、委員長が選出する。 

 ２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

 ３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が欠けたとき又は委員長に事故ある

ときは、その職務を代行する。 

 第７条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

 

   第４章 会 議 

 第８条 各委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集する。 

 ２ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長がこ

れを決する。 

 ３ 次年度の事業に関する事項、承認が必要な事項は議案として理事会に上

程する。 

 

 

    附 則 

  この規程は、平成６年５月８日から施行する。 

  この規程は、平成２８年５月２３日から施行する。 

  この規程は、平成３０年５月２８日から施行する。 

 

 



 

関市国際交流基金規約 

 

 （目的） 

第１条 この規約は、関市国際交流協会の目的を推進するため設置された関市国

際交流基金（以下「基金」という。）の管理運営等について定める。 

 

（基金） 

第２条 基金は、寄付金その他の収入を積み立てるものとする。 

 

（管理） 

第３条 基金に属する預金は、金融機関への預金その他最もかつ有利な方法によ

り運用保管しなければならない。 

 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益金は、この基金に編入するものとする。 

 

（経理） 

第５条 基金に関する一切の経理は、本基金に関する特別会計の歳入歳出予算に

計上しておこなうものとする。 

 

（委任） 

第６条 この規約に定めるもののほか、基金の管理及び運営については、関市国

際交流協会理事会において決定する。 

 

   附 則 

 この規約は、平成８年１１月１日から施行する。 

 この規約は、平成３０年５月２８日から施行する。 

 


